
事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 賦課徴収事務 事業開始年度 平成18年度
担当課 総合政策部　税務課 担当者 池田　知美
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 01 自主財源の確保

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 3,210 2,311 2,247 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
賦課徴収事務を効率良くかつ正確に行うことで、徴収率の向上を図る。
納付機会の場を増やすことにより徴収率の向上を図る。

事業の概要
電算処理による賦課徴収事務の効率化・正確性の向上

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 現年分の徴収率（４税・２保険料） ％ 99.3 99.3 99.3 99.3

成果
現年分のコンビニ・キャッシュレス
での収納率

％ 15 15.4 15.6 15.8

達成度の
評価と説明 説明

納税義務者にコンビニ納付・キャッシュレス決済が更に浸透し、「現年分のコンビニ・
キャッシュレスでの収納率」が増加した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 滞納整理事務 事業開始年度 平成26年度
担当課 総合政策部　税務課 担当者 大山　昌良
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 01 自主財源の確保

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 818 586 1,609 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
市税等滞納額の縮減と徴収率の向上

事業の概要
市税等滞納者の財産調査を実施し、差押等を執行しながら滞納整理を推進する

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
全税目（国保税除く）の現年・滞納
繰越の徴収率

％ 98.8 99.1 99.2 99.2

成果 国保税の現年・滞納繰越の徴収率 ％ 89 91.6 91.7 91.7

達成度の
評価と説明 説明

全税目（国保税除く）の現年・滞納繰越の徴収率については、徴収率目標を達成した。国保
税の現年・滞納繰越の徴収率についても、徴収率目標を達成した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 市県民税賦課事務 事業開始年度 平成18年度
担当課 総合政策部　税務課 担当者 佐藤　美冴
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 01 自主財源の確保

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 2,764 2,944 4,166 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
個人市県民税及び法人市民税を適正に賦課する。

事業の概要
申告書、賦課資料等に基づき、個人市県民税、法人市民税の賦課を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

審査請求件数 件 0 0 0 0

未申告法人数 法人 13 18 15 15

達成度の
評価と説明 説明

未申告の法人については、引き続き未申告事業所への申告勧奨通知の送付や、営業実態把握
と休解転届の適切な提出の周知を行い、適正な課税に努めたいと思います。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 固定資産税・都市計画税賦課事務 事業開始年度 平成18年度
担当課 総合政策部　税務課 担当者 田中　康史
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 01 自主財源の確保

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 6,327 37,726 12,185 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
公平且つ適正な課税を行う。

事業の概要
賦課データ、異動通知書、現地調査、各種申告に基づき、適正な評価額を算出する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 納税通知書数 通 18,467 18,605 18,787 18,787 

成果 審査請求件数（異議申し立て件数） 件 0 0 0 0

達成度の
評価と説明 説明

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 軽自動車税賦課事務 事業開始年度 平成18年度
担当課 総合政策部　税務課 担当者 池田　知美
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 01 自主財源の確保

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 978 1,074 1,520 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
公平かつ適正な課税をおこなう。

事業の概要
軽自動車税の賦課に関する事務

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 納税通知書数 通 17,017 16,973 17,174 17,180 

成果 審査請求件数 件 0 0 0 0

達成度の
評価と説明 説明

平成28年度から運用された「軽自動車検査情報市町村提供システム」を利用することで、三
輪以上の軽自動車の登録状況が正確に把握できるようになり、適正な課税の向上につながっ
た。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 口座振替促進事務 事業開始年度 平成18年度
担当課 総合政策部　税務課 担当者 池田　知美
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 01 自主財源の確保

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 1,668 1,545 2,136 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
税金の納め忘れを減らし、納期内での納付を促進する。

事業の概要
納め忘れによる未納を防ぎ、税収を確保するための手段として、口座振替による納税を推進
する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 口座振替者率（４税・２保険料） ％ 29.9 30.7 31 31.5

成果 口座振替納付率（４税・２保険料） ％ 33.6 36.8 37 37.2

達成度の
評価と説明 説明

納税通知書に同封した口座振替案内チラシや口座振替キャンペーンの効果があり、「口座振
替納付率」が増加した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 ふるさとづくり寄附事業 事業開始年度 平成22年度
担当課 総合政策部　総合政策課 担当者 篠原　悠太
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 01 自主財源の確保

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 55,390 152,137 174,364 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
･より多くの寄附金を集める。
･より多くの人にさくら市を知ってもらう。

事業の概要
市HP､ふるさと納税サイトの活用により寄附金を集める。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 寄附金額 千円 112,739 303,997 400,000 500,000 

成果 寄附件数 件 6,834 16,676 20,000 25,000 

達成度の
評価と説明 説明

新規返礼品数の追加・拡充により､対前年比で寄附件数9,842件（約2.4倍)､寄付金額191,258
千円（約2.7倍）の増加となった。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 公有財産管理運用事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 総合政策部　財政課 担当者 小堀　良太
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 02 公共施設の適正化

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 67,407 33,070 34,108 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
財政課所管の行政財産及び普通財産を適正な状態で保つための維持管理を行うとともに、未
利用財産の貸付、処分を行い財源の確保を行うことを目的とする。

事業の概要
財政課所管財産の維持管理（日常管理・修繕等）を実施し、対象財産を適正に維持するとと
もに、未利用財産の貸付、売払い等の業務を包括的に行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
普通財産の貸付及び売払いによる収
入額

千円
24,564/37,8
00

91,985/79,2
40

/67,240
 貸付19,240

達成度の
評価と説明 説明

旧市営草川Ａ住宅の売払い(一般競争入札)や市宅地建物取引業者連絡協議会を介して売払い
を実施していた物件の一部が契約に至ったことで、目標を達成することができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 ＪＲ蒲須坂駅トイレ移管に伴う改修事業 事業開始年度 令和 4年度
担当課 総合政策部　総合政策課 担当者 永井　聡行
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 02 公共施設の適正化

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 0 4,510 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
ＪＲ東日本が蒲須坂駅トイレを廃止するにあたり、市が無償譲渡を受けるため必要な改修を
行い、蒲須坂駅周辺の活性化及び市民の利便性向上を図る。

事業の概要
市が今後管理をするための、電気・水道の引込工事、利用者のプライバシー確保・防犯の観
点から引き戸の設置工事を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

トイレ改修工事の完了 なし 1

達成度の
評価と説明 説明

改修工事が終了し、無事に公衆トイレとして供用されている。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 市営墓地管理事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 市民生活部　生活環境課 担当者 物井　祐太
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 01 市民とともに築く自立した行財政
施策 04 透明で健全な財政の確立
基本事業 02 公共施設の適正化

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 3年度 4年度 5年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 482 408 891

■前年度の事業分析【評価（Check）】
3年度 4年度 5年度 6年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
箱森霊園・きぬの里霊園の適正な管理

事業の概要
箱森霊園・きぬの里霊園　関連事務・修繕
市所有区画の管理費を管理組合に納入する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 管理費納入率 ％ 100 100 100 100

霊園の維持管理上の不具合・トラブ
ル件数

件数 0 0 0 0

達成度の
評価と説明 説明

見直し余地


